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資料編 

 

資料１ 計画の策定経過 

 

１ 西東京市食育推進計画策定検討会議設置要綱 

 

第１ 設置 

  食育基本法（平成17年法律第第63号）第18条に規定する市町村食育推進計画

（以下「推進計画」という。）の策定に向けた検討を行うため、西東京市食育推進

計画策定検討会議（以下「検討会議」という｡）を設置する｡ 

第２ 所掌事務 

  検討会議は、推進計画の策定に関する協議及び検討を行う。 

２ 検討会議は、前項により協議及び検討をした内容を市長に報告する。 

第３ 組織 

  検討会議の構成は、次のとおりとする。 

 (1) 学識経験者 ４人以内 

 (2) 公募による市民 ２人以内 

 (3) 行政機関職員 ２人以内 

第４ 任期 

  検討会議の構成員の任期は、市長が依頼した日から第２の所掌事務が終了すると

きまでとする。 

第５ 座長及び副座長 

  検討会議に座長及び副座長を置き、構成員の互選によってこれを定める。 

２ 座長は、会務を総理し、検討会議を代表する。 

３ 副座長は、座長を補佐し、座長に事故があるとき、又は座長が欠けたときは、そ

の職務を代理する。 

第６ 会議 

  検討会議は、座長が招集する。 

２ 検討会議は、構成員の過半数が出席しなければ、会議を開くことができない。 

３ 検討会議の議事は、出席した構成員の過半数をもって決し、可否同数の場合は、

座長の決するところによる。 

４ その他検討会議の運営に関し必要な事項は、座長が別に定める。 

第７ 意見の聴取 

  座長は、必要があると認めるときは、関係者の出席を求め、その説明又は意見を

聴き、又は資料の提出を求めることができる。 

第８ 報償 

  検討会議の構成員（第３第３号の構成員を除く。）が検討会議に出席したときは、
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予算の範囲内で報償を支給する。 

第９ 検討部会 

  検討会議の所掌事務に関し、次に掲げる事項をあらかじめ調査し、その内容を検

討会議に報告するため、食育推進計画検討部会（以下「部会」という｡）を設置する｡ 

 (1) 食育基本法が規定する市の事務に関する事項 

 (2) 食育基本法第33条に規定する市町村食育推進会議の設置に係る事項 

 (3) 推進計画を策定するに当たり必要とする事項 

 (4) 推進計画の内容その他食育に関し必要な事項 

２ 部会の構成は、次のとおりとする。 

 (1) 企画部企画政策課長 

 (2) 市民部健康年金課長 

 (3) 生活環境部生活文化課長 

 (4) 生活環境部産業振興課長 

 (5) 子育て支援部子育て支援課長 

 (6) 子育て支援部保育課長 

 (7) 教育部教育企画課長 

 (8) 教育部教育指導課長 

 (9) 教育部公民館長 

３ 部会に部会長及び副部会長を置き、部会長は企画部企画政策課長をもって充て、

副部会長は市民部健康年金課長をもって充てる｡ 

４ 部会の運営等については、第５第２項及び第３項、第６並びに第７の規定を準用

する｡ 

第10 庶務 

  検討会議及び部会の庶務は、企画部企画政策課において処理する。 

第11 その他 

 この要綱に定めるもののほか、検討会議及び部会の運営に関し必要な事項は、別に

定める｡ 

   附 則 

 この要綱は、平成20年４月１日から施行する｡ 
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２ 西東京市食育推進計画策定検討会議名簿 

 

 

平成20年６月２日現在 

氏  名 職 等 備  考 

1 ○ 上木
うえ き

 隆人
たか と

 多摩小平保健所 所長  

2  上田
うえ だ

 ゆかり  公募市民 

3  奥田
おく だ

 明子
あき こ

  公募市民 

4  佐々木
さ さ き

 治人
はる と

 
東京大学大学院農業生命科学研究科附

属農場 准教授 
 

5  宍戸
しし ど

 鈴子
れい こ

 西東京市立栄小学校 校長 

東京都公立小学校にお

ける食育に関する検討

委員会委員 

6  新出
しん で

 真理
ま り

 
管理栄養士 

健保連巡回健保コンサルタント 
 

7 ◎ 田畑
たば た

 泉
いずみ

 独立行政法人 国立健康栄養研究所  

8  貫井
ぬく い

 正彦
まさひこ

 西東京市農業委員会 会長  

（五十音順 敬称略 ◎座長 ○副座長） 
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３ 西東京市食育推進計画策定検討会議 検討過程 

 

回数 開催日 検討内容 

第1回 平成20年 6月 2日 （月） 

依頼状交付 

食育推進計画策定検討会議の運営について 

座長・副座長の選出 

これまでの取組について 

検討事項及びスケジュール（案）について 

今後の会議日程について 

第2回 平成20年 8月19日 （火） 

食育推進計画モデル事業について 

食育関連事業団体ヒアリングについて 

食育推進計画の将来像及び施策の柱（案）等について 

第3回 平成20年 10月10日 （金） 

第１回食育推進計画モデル事業について（報告） 

第２回食育推進計画モデル事業について 

食育関連団体ヒアリングについて 

西東京市食育推進計画（案）について 

第4回 平成20年 11月27日 （木）
市民まつり意見聴取の結果について 

西東京市食育推進計画（案）について 

第5回 平成21年 1月 日 （ ）  

第6回 平成21年 2月 日 （ ）  

 



 68

4 西東京市食育推進計画 モデル事業「食とはたけの学校」 

 

回数 開催日 内容 

第１回 平成20年 8月23日 （土） 健康的な食生活習慣を学び、自分の生活を見直そう！ 

第２回 平成20年 10月25日 （土） 
地元でとれる食べ物の良さや知恵を学び、毎日の生活に

取り入れよう！ 

第３回 平成20年 12月13日 （土） 
食べ物を「いただく」心と、みんなでつくり、食べる楽

しさを感じよう！ 

 

 

 

５ 市民まつりブース出展 

 

開催日 内容 

平成20年11月 8日（土） 

平成20年11月 9日（日） 

パネル展示 

ニュースレターの配布 

アンケート（シール投票） 
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資料２ 食育ニュース 
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 78

地域の取組の報告（作成中） 
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資料３ 市民まつりブース出展報告 

市民まつり ブース出展報告 

 

 

１．市民まつりブース出展の目的 

○食育に関する取組の普及・啓発（計画策定及びモデル事業の周知） 

⇒パネル展示、ニュースレターの配布 

○施策への意向把握（アンケート調査） 

⇒H19年度実施アンケートと同設問につき、シール投票 

 

２．日時・場所 

平成20年11月8日（土）10時から16時及び9日（日）9時から16時 

いこいの森公園 

 

３．対象  西東京市民 

 

４．展示内容 

○パネル 

 ①セルフチェック『食生活健全度をチェック  

しよう！』 

②食育とは 

 ③モデル事業 第1回報告 

 ④モデル事業 第2回報告 

 ⑤平成19年度実施アンケート問22のシール投票 

  「家庭の食生活を健全で豊かにするための取

組」10項目について、4択（特にしたい、や

やしたい、それほどしたくない、したくな

い）で回答。 

○配布物 

 ①セルフチェック解説 

 ②西東京市食育ニュース（平成20年度10月） 

の配布 

 ③うどんレシピ 

○その他（以下を展示） 

 ①めぐみちゃん小麦 

 ②製麺機 

 ③木製こね鉢

ブース外セルフチェック風景 

ブース内アンケート回答風景 
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５．アンケート結果概要 

平成19年度、市内の小学生の保護者を対象に食育に関するアンケート調査を行った。

市民まつりでは、幅広い年齢層の意向把握を対象に、その内の問22「【設問】家庭の

食生活を健全で豊かなものにするために、今後どのようなことをしていきたいです

か。」の10項目に関するシール投票によるアンケート調査を行った。 

 

○対象：市民まつりに来場した全世代市民（回答者数：259名（設問により投票数の

ばらつきがあるため、最も多い数字））を年齢層別に以下のように区分した。 

 

○年齢層別回答者数 

 

・ 若年層は、来場自体が少ない。 

・ 高齢層は、「セルフチェック」のみに参   
加し、投票しないケースも見られた。 

 

 

 

 

○項目 
①栄養に関する知識を増やす ⑥ 食事を通したコミュニケーションの確保 

②安全な食べ物に関する知識を増やす ⑦ 農作業など生産活動への参加 

③食品の表示を確認して購入 ⑧ 産地見学会、工場見学への参加 

④テレビや雑誌・本を見て料理を覚える 

⑤料理教室への参加 
⑨ 季節ごとの行事食や地域ならではの料理

を大切にする 

 ⑩ 料理教室の講師や手伝いなど食に関する

ボランティア活動への参加 

 

○年齢層別の特徴 

・「～17歳」は、栄養・安全の知識より、参加・体験による知識の習得に関心が強い。 

・「18～39歳」は、子育て世代にも相当し、食や家族団らんへの関心が高いと考えら

れる。 

・「40～64歳」は、参加・体験より健康への関心が強いと考えられる。 

・「65歳～」は、健康への関心の他、文化の継承について関心が強い。 

年代 回答者数 % 

～17歳 21 8.1

18～39歳 69 26.7

40～64歳 92 35.5

65歳～ 77 29.7

合計 259 100.0
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資料４ 団体ヒアリング結果概要 

 

１．実施概要 

 

１）ヒアリングの目的 

 市内には、貴団体・組織の活動をはじめ、食育に関連した多様な取組が蓄積されている。

今回の計画策定にあたり、市民および各種団体の多様な取組を改めて把握・分析し、食を

通した市民のあるべき姿を検討する資料とすることを目的として、ヒアリングを実施した。 

 

２）対象団体 

  

№ 分野 団体名等 備考 

1 医療 西東京市歯科医師会  

2 医療 西東京市医師会  

3 福祉 企業組合ワーカーズ・コレクティブ結女 代表理事 

4 福祉 望星田無クリニック 訪問栄養指導室

5 食品関連事業者 ＬＩＶＩＮ田無店 店長 

6 食品関連事業者 西東京商工会 事務局長 

7 市民活動団体 西東京市地産地育会  

8 市民活動団体 保谷縁農サークル 代表 

9 農業者 体験農園トミー倶楽部 園主 

10 医療 シチズンホールディングス株式会社 診療所 

11 市民活動団体 ワーカーズ・コレクティブちろりん村 代表 

12 有識者等 東京大学大学院農業生命科学研究科付属農場

（東大農場） 

 

13 農業者 西東京市農業委員会 会長 

14 教育 市立栄小学校 学校長、栄養士

15 子育て 市立保育園栄養士会 管理栄養士 

 
 
３）実施方法 

 

期間：平成20年9～11月にかけて実施  

方法：事前に企画調整課からヒアリングを依頼。ファックスで調査票を送付し、記載内

容に基づいて、ヒアリングを行った。 
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４）ヒアリング質問票 
 
西東京市食育推進計画 食育に関する質問票 

ご記入日  月  日 

１．基礎情報 

１）貴団体名とご記入いただいた方のお名前 

 

 

２．食育に関する活動の現状について  

１）いつ、どのようなことがきっかけとなって、活動が始まりましたか。 

 

２）現在の活動の概要（内容、メンバー数、活動頻度、利用者数等）を教えてください。 

  また、活動の概要が分かるパンフレット等の資料があればご提供をお願いします。 

 

 

３．食育に関する活動へのニーズについて  

１）食育に関する活動に対する、利用者のニーズとその変化を教えてください。またニーズの変

化により、どのように活動が変化してきましたか。 

 

２）１）のニーズに応える上で、現在の活動状況（活動の実施者数や質、活動の受け手の数、活

動の頻度や質）について良いと思うこと、課題だと思うことは何ですか。 

【良いと思うこと】 

 

【良いと思うことのうち、さらに拡大したいこと（質を高める・対象を広げるなど）】 

 

【課題だと思うこと】 

 

【課題だと思うことのうち、特に改善・解決したいこと（質を高める・対象を広げるなど）】 

 

 

４．活動をする上での課題、及び解決の方向性について 

現在活動する中で、組織として課題となっていることはありますか。また解決のために、今後ど

のような取組みを行うことを考えていますか。 

【課題となっていること】 

 

【課題の解決のため、今後取り組みたいこと】 

 

 

５．活動に必要な協力・支援について 

今後も活動を行っていく上で、例えば市民、団体、事業者、行政などとの間に、それぞれどのよ

うな協力・支援が必要か、お考えがあればお聞かせください。 

 

ご協力、ありがとうございました。 
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５）ヒアリング結果概要（作成中）                    （1/4） 
 1 2 3 4 

団体名等 
西東京市歯科医師会 西東京市医師会 

企業組合ワーカーズ・

コレクティブ結女 
望星田無クリニック 

1.活動概要 

(目的・対象・

内容) 

講座・健診等を通じた

歯の健康と噛むことの

重要性の啓発 

 

①幼稚園・保育園の

健診時の啓発 

②学校健診時の啓発 

③成人の健診時の啓発 

④老人会等の出前講座 

・「かかりつけ医」とし

て市民の健康づくりを

積極的に支援する 

・健康づくりに関する

情報・技術を提供する

住み慣れた地域で安

心でおいしい食事を提

供する活動 

 

①デイの昼食・おやつ

②市の高齢者配食サ

ービス受託業務 

③有料夕食宅配 

④②の際の高齢者の

安否確認 

在宅の高齢者に対する訪

問栄養相談・指導 

 

①特定高齢者への相談

（月１回全３回の訪問指導）

②介護保険における居宅

療養管理指導 

③一般相談（訪問） 

④自主グループ等への出

張栄養講座 

2.食育に関す

る活動ニーズ 

誤嚥、窒息事故予防

のための口腔機能の

状態に対応した食物・

食べ方の指導・相談。

特に乳児保護者や在

宅介護者、障害児保

護者。 

栄養・食生活は、生命

を維持し、健康な生活

を送るために欠かせ

ない。さらに、肥満等

の多くの生活習慣病

や生活の質と深い関

連がある。 

・食の安全性（どこで

誰が作ったかがわか

る）の確保 

・アレルギーや食の形

態の個別対応 

・だしや素材のおいし

さを守る 

・生活全般への意欲低下

状態の改善 

・漠然とした生活不安の軽

減 

・高齢者がおいしく簡単で

体によい食事をとる実践の

支援 

3.活動の課題 ・入れ歯を利用しても

のどの力が弱いと飲

み込めない等を介護

する親族や介護職員

も知らないことが多い

ため、年齢に応じた食

と口腔内の知識の普

及啓発を行うこと 

全てのライフステージ

の人々が、栄養・食生

活を改善することが自

分自身のQOLを高め

ると知りながらも、行

動変容に至るまで、継

続的に行動することに

困難が伴いがちであ

ること 

・活動主旨に賛同して

くれる協力生産農家を

近隣で増やすこと 

・調理、配送等の協力

スタッフの増員 

・専門性をもち、かつ高齢

者の生活を理解し、当事者

の目線で支援できる人材

の育成 

4.課題解決の

方向性 

・地域に対する、個別

問診や講演会等によ

る普及啓発 

・在宅を含む介護関係

者への講演会等の実

施 

・障害児等に合わせた

食の指導や食による

自らの育みの支援 

・学校医等による学校

栄養士等の指導 

・市主催の健康づくり

講演会等による啓発 

・医師会主催講演会

等による意識啓発 

・食育啓発事業に関

する専門的見地から

の監修 

・活動主旨を広報等で

伝え、行政や市民へ

の理解を求める 

 

・市内の病院及び施設等

の栄養士に対する、取組

の周知や人材の養成、コミ

ュニケーションの充実、ネッ

トワークづくり 

5.

必

要

な

協

力

や

支

援 

市民 

団体 

事業者 

行政 

 

計 画 へ

の意見 

（市民）家族でゆっくり

時間をかけて食事を

楽しむ習慣を身につ

ける重要性の理解と

実践 

（行政）市民公開講座

を通じた啓発 

・全学校の児童・生徒

への普及啓発 

・ライフステージに立

脚した啓発用リーフレ

ット作成 

・成人歯科健診等各

種行事を通じた啓発 

 

（計画への意見）歯の

健康と噛むことの重要

性を位置づける 

（計画への意見）医療

の専門家として、治療

はもとより、疾病の予

防や患者のQOLを配

慮するのは当然のこ

とである。一方、食育

の概念は広義である

ため、本会と市が連携

を図るポイントをしぼ

る必要がある。 

（市民）配食サービス

のお弁当の代理受け

取り・安否確認協力ボ

ランティアの養成 

（事業者）地場の安心

できる野菜の栽培協

力農家を増やす 

（行政）安全な食材や

地産地消も重視して

いる配食サービスの

理念や方針の広報支

援 

 

（市民）商店街の空き店舗

を活用した地域での栄養

拠点づくり 

（事業者）特殊疾病のため

の配食サービスの取組 

 



 86

                                  （2/4） 
№ 5 6 7 8 

団体名等 ＬＩＶＩＮ田無店 西東京商工会 西東京市地産地育会 保谷縁農サークル 

1.活動概要 

(目的・対象・

内容) 

西東京市産野菜の販

売取り扱い 

 

①30年前から西東京

市産の野菜コーナー

を設け、「毎日直送」

「田無育ちのやさい」

のPOPや、生産者の

顔写真一覧を掲示

し、販売している。 

②JAの仲介で、生産

者が出荷組合をつく

り、毎日生産者が直

接店舗に納入する 

 

個々の加盟業者によ

る事業活動の一環と

しての、特産品の開

発や、商店街の知識・

技術の紹介 

 

①特産品開発（例：西

東京や市内の地名等

ネーミング） 

②市民への商店街の

知識・技術の紹介 

（例：魚のさばき方講

習） 

地産地消を日常生活

に根付かせる活動 

 

①市内産野菜の販売

②加工品試作販売 

③地産地消を推進す

る啓発活動（拠点づく

り 他） 

地域の農家、作業の

支援をすることにより

健全な都市環境と農

地を守ること、生産者

と消費者の信頼関係

を築く 

 

①農の講座 

②毎月の座学 

③一般向け勉強会 

④農家の作業支援 

2.食育に関す

る活動ニーズ 

・消費者は、地元産品

は鮮度・品質がよいと

分かっている 

・つくり手の顔が見え

ることで、消費者の安

全・安心ニーズに応え

られる 

・地場の野菜は、店舗

の特色を出せる 

 

・市民への商工会の

活動紹介として、商店

街の知識・技術を披

露する場をつくり、地

域づくり 

・コミュニティの活性

化 

・市民と農家や農業を

つなぐ活動 

 

・年間を通じて種まき

から収穫までを学ぶ

こと 

・自分の五感を使い、

食材の良し悪しを判

断できる能力を取り

戻すこと 

3.活動の課題 ・時期によって品ぞろ

えにばらつきがある 

・特産品開発は、採算

性が重要。事業として

成り立つだけの生産

量の確保が必要 

 

・日常的に活動をする

ための拠点整備 

・地場産野菜の販路

拡大 

・農家と周辺農民との

信頼関係（農家の閉

鎖性と、農業収入に

関する誤解を解く） 

・活動会場の確保 

 

4.課題解決の

方向性 

・地産地消の推進に

あたっての本社との

調整、連携 

・食育に限定せず、商

店（主）がもつ技術・

知識を地域の資源と

とらえ、地域の活性化

につなげたい。ニーズ

があれば商品化して

いきたい。 

 

・事務局開設 

・資金確保 

・第一次産業の育成

と、市民、農家の相互

理解を図る 

・西東京市の名産物

を作る（Ｂ級品を活用

したキャベツの酢漬け

など） 

5.

必

要

な

協

力

や

支

援 

市民 

団体 

事業者 

行政 

 

計画へ

の意見 

（行政）地場野菜の販

売を通じて、食育とい

う言葉を使わなくて

も、結果的に消費者

の食育の推進につな

げていきたいと考えて

おり、食育等の認定

の仕組みにおいて

も、そういった姿勢に

ついて考慮されること

を期待したい 

個々の経営者の事業

活動の中で、経営的

判断で取り組んでいく

ことになる 

（市民）農地や農業へ

の関心を高める 

（事業者）生産物や加

工品による都市農業

の振興 

（行政）農業委員会へ

の市民の参加 

（行政）食料の補給基

地、癒しの場、防火機

能、災害時の緊急避

難場所として農地の

位置づけと、農地保

全への支援 
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                                  （3/4） 
№ 9 10 11 12 

団体名等 体験農園 

トミー倶楽部 

シチズンホールディン

グス株式会社 

ワーカーズ・コレクティブ

ちろりん村 
東大農場 

1.活動概要 

(目的・対象・

内容) 

体験農園の運営と農

地を活用しためぐみ

ちゃん小麦の会など

の地域活動 

 

・農家の作付計画書

にそって契約者が農

作業を行う。 

・年間契約料４万に、

入園料、指導料、収

穫物の買い上げ料を

含む。（契約100人） 

 

企業の診療部門にお

ける、1600名の事業

所社員を対象とした

食育への取組 

 

①社食改善委員会に

よる食堂メニューの改

善 

②食事講習会 

③健診後の面談 

親子を対象にした地域

の子育て支援 

 

①保育園委託運営 

②子育て支援事業 

③講演・企画活動 

農や食育をテーマとし

た地域貢献活動 

 

①公開セミナー 

②栽培・収穫体験 

③収穫祭 

④社会科見学、職場

体験 

2.食育に関す

る活動ニーズ 

・体験農園方式により

農地が維持できる。 

・農業活動を通じて仲

間ができる 

・街の美観をつくる 

（100区画契約済み。

毎年8割継続する。） 

・独り暮らしで自分で

調理や食事の必要な

人が増え、健康管理

の情報や知識が必要

・幼児ができる簡単な調

理や栽培の体験の実施 

・地域では3才から小学

生の料理体験教室の開

催や、畑での収穫から

調理までの一体的な食

体験の要望がある。 

全国大学附属農場協

議会が推進する食育

と地域貢献を融合さ

せた食育イベントの開

催 

3.活動の課題 ・需要があり、農地が

不足している。 

・直売所は存続のた

めには組織化が必

要。 

・地産地消の導入 

・食事講習会などの

管理栄養士の不足 

・予算不足 

・スタッフの人員確保 

・子供たちが忙しい 

・必要な器材購入や場

所代などの経費不足 

・社会貢献活動を行う

人手の不足 

・イベント時の安全へ

の配慮 

・農薬や堆肥使用な

どへの配慮（市民から

の批判やクレームへ

の対応） 

・東大農場の再編計

画による影響 

4.課題解決の

方向性 

・良質な体験農園を

増やす取組（園主会

など） 

 

・地産地消の流通ル

ート情報や、取り組む

ためのアドバイス 

 

・対応スタッフの養成講

座の実施 

・家庭での料理体験の

母親への手引き書やレ

シピ本の作成・販売 

・食育検定の実施 

・外部やアルバイト等

による人員の補充 

・安全対策の確立 

・東大農場の活動へ

の理解・協力 

5.

必

要

な

協

力

や

支

援 

市民 

団体 

事業者 

行政 

 

計 画 へ

の意見 

（行政）農業関係者、

市民、販売などいろい

ろな業務の人が集う

場をつくる 

 

（計画への意見）農業

について、農家以外

の市民と一緒に考え

る取組（畑の美しさ、

農を巡る地域ビジョン

など） 

・健康を損ねている人

や、障害者高齢者な

ど、多様な人が集う農

園づくり 

（行政）市の管理栄養

士の派遣 

・市のＨＰで、食育に

関心をもつ企業に対

する有益な情報を提

供する 

 

（市民）家庭での食体験

の必要性の理解と充実 

（事業者）活動への企業

のスポンサー制度 

（行政）就学前の全ての

子どもが食育を体験でき

る仕組みや機会の確保 

 

（計画への意見）市全域

に食育活動が広まるよう

な食に関する総合的な

広報活動（季刊誌発行

やイベントの実施） 

・農、調理、健康を包含

する食育インストラクタ

ーの養成 

・親になる前の若年料理

教室や定年後の高齢者

料理教室の実施 

（団体）自治体による

イベント開催に向け

た、人的・金銭的な援

助と理解 

 

（計画への意見）農場

の活動、研究に対す

る、市民からの理解・

協力（特に農薬散布

の必要性への理解） 
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                          （4/4） 
№ 13 14 15 

団体名等 西東京市農業委員会 市立栄小学校 市立保育園栄養士会

1.活動概要 

(目的・対象・

内容) 

市の産業振興課と連

携した各種の農業振

興や普及に関する事

業 

 

①援農ボランティア養

成、②農業景観散

策、③小麦づくり食育

事業、④安心安全農

業推進事業、⑤認定

農業者支援事業、⑥

家族農園斡旋事業、

⑦市民農園運営事

業、⑧体験農園設置

事業、⑨農産物品評

会、⑩農産物マップ、

⑪農業研修 

西東京市教育委員会

研究指定校としての

「体力づくり（遊ぶ）、

食育（食う）、保健（寝

る）」の研究 

 

①給食を活用した食

の学習の充実 

②家庭の朝食など食

生活の見直し 

③指導方法の研究 

栄養士会の活動の標

準化 

 

①栄養士の業務マニ

ュアルづくり 

②保育園での食育事

業の実施 

Ａ離乳食講習会 

Ｂ体験給食 

Ｃ個別相談 

③食育計画策定によ

る保育園栄養士の食

育の標準化 

2.食育に関す

る活動ニーズ 

・農園利用の需要が

高まっている。 

・農家がどのような安

全・安心の取組を行っ

ているか、市民の関

心は高く、情報が求

められている。 

・朝食を抜く、偏食傾

向があるなどの健康

教育上の課題をふま

え、自分の生活を見

直し、できる事をみつ

けて実践する意欲を

育てること 

 

・知識だけが沢山あ

り、体験がないため

に、不安に陥る親へ

の対応 

・各園で行われてきた

食育の蓄積を体系化

標準化していくこと 

3.活動の課題 ・体験農園を増やすこ

と。各町毎に１箇所が

望ましいがなかなか

増えない。 

・エコファーマー、特

別栽培認証などの市

民の認知を広めた

い。 

・学校の中の活動に

とどめず、保護者や

関係機関などに取組

を広めていくこと 

 

・発達に応じた食に関

わる指導全般につい

て、全園で行えるよう

にしていくこと。 

4.課題解決の

方向性 

・効果的な体験農園

運営のＰＲ（農家と市

民の両方へ） 

・行政や教育機関な

ど関係部署との連携 

・食育の担い手として

の栄養士の活動の活

性化 

・栄小の取組普及の

ための周知 

・食具の使い方、食事

のマナーや偏食指導

等、食に関わる指導

を充実させること。 

・保護者や地域に向

けた総合的な食の情

報発信をしていく 

5.

必

要

な

協

力

や

支

援 

市民 

団体 

事業者 

行政 

 

 

計 画 へ

の意見 

（市民）農家や農業の

実情への理解 

（団体）学校と協力

し、子供と一緒にでき

る事業の立ち上げ。 

（事業者） 

子どもを対象とした体

験農園企画（カレー

畑・ポトフ畑など） 

農家での職業体験の

受け入れなど 

（行政）自給自足を根

幹とした教育方針の

構築 

（市民）食育の取組に

対する保護者の協力

を引き続き働きかけ、

さらに、地域住民等に

も協力を呼びかける 

（行政）教育指導課、

学校運営課、教育委

員会などとの連携を

図るとともに、他校と

情報交換を行っていく

 

（計画への意見） 

・食を通じた健全育成

の視点、健康面の取

組を、具体的に打ち

出す 

・野菜料理を郷土料

理として位置づける

と、保育現場での取

組が現実的になる。 

 

 

 

 

 



 89

資料５ 用語解説 

≪五十音順≫ 

【え】 

エエココフファァーーママーー  

①たい肥等による土づくり技術、②化学肥料低減技術、③化学農薬低減技術の3つの技術

を一体的に用いて、環境に優しい農業を実践する栽培計画を策定し、この計画が知事に認

定された農業者を言う。 

 

NNPPOO（（ええぬぬぴぴーーおおーー））  

“NonーProfit Organization”の略称で、営利を目的としない民間の組織や団体のこと。 

平成10 年12 月、特定非営利活動を行う団体への法人格付与等により、市民の社会貢

献活動の発展を目指す特定非営利活動促進法が施行された。 

 

エエププロロンンシシアアタターー  

エプロンシアターとは、中谷真弓氏（乳幼児教育研究所理事・講師）1979年に考案した、

ポケットやマジックテープなど、さまざまな仕掛けがついた胸当て式のエプロンを劇場に

見立て、人形を使って、話しを展開する「表現遊び教材」のこと。 

 

【か】 

家家族族農農園園  

市民が自らの手で野菜づくりに取り組め、農作物を収穫する喜びと農業に対する理解を深

め、健康的で豊かな生活を送れるよう西東京市内に設置されている農園3種類（他は市民

農園、体験農園）の1形態である。家族農園は、市民が農園主に年間1万4千4百円程度の

利用料を支払い、利用するシステムである。 

 

【こ】 

子子どどもも家家庭庭支支援援セセンンタターー  

一人ひとりはかけがえのない大切な存在であることを踏まえ、「人と出会い、育ちあい、

支えあう子育て支援」をコンセプトに、子ども家庭相談や子育て広場等の施設開放、子育

て講座の開催などをおこない、子どもと子育て家庭を支援しています。 

 

【し】 

市市民民農農園園  

市民が自らの手で野菜づくりに取り組めるよう西東京市内に設置されている農園3種類の

1形態である。市民農園は、市が市民から負担金（年間1,500円）を取り、市が管理する

畑を貸し出す。植え付ける作物や作業等は借り手に任されている。 
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食食育育  

さまざまな経験を通じて食に関する知識と食を選択する力を習得し、健全な食生活を実践

することができる人間を育てること。（出典：内閣府「みんなの食育ガイド」） 

 

食食育育基基本本法法  

食育を国民運動として推進するため、食育の基本理念と方向性を明らかにし、食育に関す

る施策を総合的かつ計画的に推進することを目的として、平成17 年6 月に成立し、同

年7 月15 日から施行されている。（出典：内閣府「みんなの食育ガイド」） 

 

食食育育推推進進基基本本計計画画  

食育基本法に基づき平成18年3月に策定された。5 年間（平成18年度から22年度）の

計画である。食育についての施策を総合的かつ計画的に推進し、食育を国民運動として展

開するための基本的な方針、具体的な目標値、食育月間（毎年6月）、食育の日（毎月

19日）などを盛り込んでいる。（出典：内閣府「みんなの食育ガイド」） 

 

食食事事ババラランンススガガイイドド  

望ましい食生活についてのメッセージを示した「食生活指針」を具体的な行動に結びつけ

るものとして、1日に「何を」「どれだけ」食べたらよいかの目安を分かりやすくイラス

トで示したもの。厚生労働省と農林水産省により平成17年6月に決定された。（出典：

厚生労働省「食育バランスガイド」ホームページ） 

 

食食生生活活指指針針  

近年、我が国の食生活は、海外からの食料輸入の増大に加え、食の外部化や生活様式の多

様化が進展し、飽食とも言われるほど豊かなものになっている中で、脂質の摂り過ぎ等の

栄養バランスの偏りや、食料資源の浪費等の諸問題が顕在化しています。 

このような状況を踏まえ、農林水産省においては、平成12年３月、当時の厚生省、文部

省と共同して10項目からなる食生活指針を策定し、閣議決定されました。 

食生活指針の10項目の内容は、「食事を楽しみましょう。」、「1日の食事のリズムか

ら、健やかな生活リズムを。」、「主食、主菜、副菜を基本に、食事のバランスを。」、

「ごはんなどの穀類をしっかりと。」、「野菜・果物、牛乳・乳製品、豆類、魚なども組

み合わせて。」、「食塩や脂肪は控え目に。」、「訂正体重を知り、日々の活動に見合っ

た食事量を。」、「食文化や地域の産物を活かし、ときには新しい料理も。」、「調理や

保存を上手にして無駄や廃棄を少なく。」、「自分の食生活を見直してみましょう。」か

ら成り立ちます。（出典：農林水産省ホームページ） 

 

食食料料自自給給率率  

国民が消費する食糧を国内生産でどれくらい賄っているかを示す指標。通常は国民1人が

1日に獲る国産食料の熱量（カロリー）を、外国産も含めた全体の熱量で割って計算する。
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穀物自給率は世界で124番目、経済協力開発機構加盟30カ国の国中27番目の低水準。 

 

【せ】 

生生活活習習慣慣病病  

「食習慣、運動習慣、休養、喫煙、飲酒等の生活習慣が、その発症・進行に関与する疾病

群」のこと。脂質異常症、高血圧、糖尿病を含めた代表的な生活習慣病としては、肥満、

痛風（高尿酸血症）、循環器疾患、肝臓疾患、がん、骨粗しょう症、歯周病等がある。生

活習慣の積み重ねに加え、外部環境や遺伝的素因、加齢の要因が重なり合って起こる病気

だが、生活習慣の改善によりさまざまな病気の発症や進行を予防することができる。 

 

【そ】 

咀咀嚼嚼（（そそししゃゃくく））  

口の中で食べものをよく噛み砕き、唾液を分泌させて食物とよく混ぜ合わせ、飲みこみや

すい大きさ・かたさにし、嚥下（飲み込む）するまでの一連の動作。 

 

【ち】 

地地域域子子育育てて支支援援セセンンタターー  

市内3ヶ所の保育園（なかまち保育園、ひがし保育園、けやき保育園）の一部（園庭、部

屋）が親子や妊婦さんに開放され、その中で子育てに関する講座や親子で楽しむ行事や、

看護士・栄養士・保育士による子育て相談などが行われています。 

 

地地産産地地消消  

地域で生産された食料（農林水産物）を地域で消費しようとすること。フードマイレージ

の考え方からすれば、できるだけ産地に近いところで消費することが環境への負荷が小さ

いと言える。 

 

【と】 

特特定定健健康康診診査査  

糖尿病等の生活習慣病に主眼を置いた健診で、生活習慣病のリスクを増幅するメタボリッ

クシンドローム（内臓脂肪症候群）に着目した健診内容となっています。腹囲の計測や血

液検査に加え、喫煙や食習慣など普段の生活習慣をお伺いするなど、とりわけメタボリッ

クシンドロームの該当者・予備群を早期に発見し、生活習慣改善のための保健指導を行い、

減少させるための健診です。 

 

特特定定保保健健指指導導  

特定健康診査の結果から、メタボリックシンドロームまたは予備群と判定された方は、放

っておくと生活習慣病が進行していく可能性があります。「動機づけ支援」「積極的支

援」など健診の判定の段階にあわせて、個人もしくはグループによる保健指導を1回～数
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回受けて、生活習慣の見直しを考えていきます。 

保健指導の対象となった方は、食事や運動など今の生活習慣をどのように変えたら肥満を

解消できるかを保健師、管理栄養士などの保健指導実施者と一緒に考え、ご自身で目標を

立て、実践できる健康づくりに取り組んでいきます。 

 

特特別別栽栽培培認認定定者者  

平成15年5月に国の「特別栽培農産物に係る表示ガイドライン」が大幅に改正され、東

京都の認証制度の名称も「東京都特別栽培農産物認証制度」に変更した。東京都の認証制

度は、都内で生産された農産物のうち、農薬と化学肥料をともに５割以上削減した「特別

栽培農産物」を認証する制度であり、これにより、有機農業の拡大と特別栽培農産物の信

頼性の向上、消費者の商品選択の目安を提供することなどを目的としている。同認証基準

をクリアした農家を「特別栽培認証者」と呼ぶ。（出典：東京都産業労働局農林水産部ホ

ームページ） 

 

【の】 

農農業業体体験験農農園園  

市民が自らの手で野菜づくりに取り組めるよう西東京市内に設置されている農園3種類の

1形態である。農業体験農園では、農園主が作成した作付け計画によって作業が進められ、

市民は年間4万円程度の利用料（農産物代金）を支払う。この中には、指導料、資材使用

料、種・苗代など全て含まれている。 

 

【は】 

パパネネルルシシアアタターー  

パネル布を貼った舞台に絵（または文字）を貼ったり外したりして展開する、おはなし、

歌あそび、ゲームをはじめとする教育法、表現法である。1973年に古宇田亮順によって

創案されて以来、保育・教育現場を中心に、実演が広まった。 

 

【ひ】 

BBMMII（（びびーーええむむああいい））  

“Body Mass Index”の略称で、「体重（kg）÷身長（m）÷身長（m）」で算出され

る体格指数のことで、肥満度を測るための国際的な指標。18.5 未満なら「やせ」、25 

以上を「肥満」としている。 

 

【ふ】 

フフーードドママイイレレーージジ  

国別の食料輸入量×輸送距離で示される値のこと。この値が小さいほど、食料の輸送にエ

ネルギーを使わず、環境への負荷が小さいことを表している。 

 



 93

【へ】 

ヘヘルルススププロロモモーーシショョンン  

世界保健機関（ＷＨＯ）が、1986年11月にカナダのオタワ市で開催した会議で採択し

た「オタワ憲章」で提唱されている21世紀の健康戦略で、「人々が自らの健康をコント

ロールし、改善することができるようにするプロセス」と定義されています。人々がより

高いＱＯＬを目指し、ライフスタイルを自ら積極的に改善し、地域社会と協働していきい

きと生活し、自己実現し、それを社会も互いに支援していくという視点や理念に基づいた

ものです。 

 

【ほ】 

保保育育所所ににおおけけるる食食育育にに関関すするる指指針針  

子どもの栄養改善と食を通じた心の健全育成のために、保育所における食育の内容、配慮

事項、食育の計画作成・評価方法等、保育所における食育のあり方に関する検討内容が

「楽しく食べる子どもに～保育所における食育に関する指針～」報告書としてとりまとめ

られた（平成15 年度児童環境づくり等総合調査研究事業）。平成16 年3 月に厚生労

働省より公表。 

 

【め】 

メメタタボボリリッッククシシンンドドロローームム（（MMeettaabboolliicc  SSyynnddrroommee））  

内臓脂肪症候群。内臓に脂肪が蓄積した肥満（内臓脂肪型肥満）により、肥満症や高血圧、

脂質異常症、糖尿病等の生活習慣病が引き起こされやすくなった状態のこと。 

 

【ら】 

ラライイフフスステテーージジ  

出生から、学校卒業、就職、結婚、出産、子育て、退職などの人生の節目によって変わる

生活（ライフサイクル）に着目した区分のこと。 

 

リリススククココミミュュニニケケーーシショョンン  

化学物質による環境リスクに関する正確な情報を市民、産業、行政等のすべての者が共有

しつつ、相互に意思疎通を図ること。 
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資料６ 食育基本法 

食育基本法（平成十七年 法律 第六十三号） 

平成１７年６月１０日制定 

 

前文 

第一章 総則（第一条―第十五条） 

第二章 食育推進基本計画等（第十六条―第十八条） 

第三章 基本的施策（第十九条―第二十五条） 

第四章 食育推進会議等（第二十六条―第三十三条） 

 

附則 

二十一世紀における我が国の発展のためには、子どもたちが健全な心と身体を培い、未来や国際社会に向かって

羽ばたくことができるようにするとともに、すべての国民が心身の健康を確保し、生涯にわたって生き生きと暮

らすことができるようにすることが大切である。 

子どもたちが豊かな人間性をはぐくみ、生きる力を身に付けていくためには、何よりも「食」が重要である。今、

改めて、食育を、生きる上での基本であって、知育、徳育及び体育の基礎となるべきものと位置付けるとともに、

様々な経験を通じて「食」に関する知識と「食」を選択する力を習得し、健全な食生活を実践することができる

人間を育てる食育を推進することが求められている。もとより、食育はあらゆる世代の国民に必要なものである

が、子どもたちに対する食育は、心身の成長及び人格の形成に大きな影響を及ぼし、生涯にわたって健全な心と

身体を培い豊かな人間性をはぐくんでいく基礎となるものである。 

一方、社会経済情勢がめまぐるしく変化し、日々忙しい生活を送る中で、人々は、毎日の「食」の大切さを忘れ

がちである。国民の食生活においては、栄養の偏り、不規則な食事、肥満や生活習慣病の増加、過度の痩身志向

などの問題に加え、新たな「食」の安全上の問題や、「食」の海外への依存の問題が生じており、「食」に関す

る情報が社会に氾濫する中で、人々は、食生活の改善の面からも、「食」の安全の確保の面からも、自ら「食」

のあり方を学ぶことが求められている。また、豊かな緑と水に恵まれた自然の下で先人からはぐくまれてきた、

地域の多様性と豊かな味覚や文化の香りあふれる日本の「食」が失われる危機にある。 

こうした「食」をめぐる環境の変化の中で、国民の「食」に関する考え方を育て、健全な食生活を実現すること

が求められるとともに、都市と農山漁村の共生・対流を進め、「食」に関する消費者と生産者との信頼関係を構

築して、地域社会の活性化、豊かな食文化の継承及び発展、環境と調和のとれた食料の生産及び消費の推進並び

に食料自給率の向上に寄与することが期待されている。 

国民一人一人が「食」について改めて意識を高め、自然の恩恵や「食」に関わる人々の様々な活動への感謝の念

や理解を深めつつ、「食」に関して信頼できる情報に基づく適切な判断を行う能力を身に付けることによって、

心身の健康を増進する健全な食生活を実践するために、今こそ、家庭、学校、保育所、地域等を中心に、国民運

動として、食育の推進に取り組んでいくことが、我々に課せられている課題である。さらに、食育の推進に関す

る我が国の取組が、海外との交流等を通じて食育に関して国際的に貢献することにつながることも期待される。 

ここに、食育について、基本理念を明らかにしてその方向性を示し、国、地方公共団体及び国民の食育の推進に

関する取組を総合的かつ計画的に推進するため、この法律を制定する。 

第一章 総則 

（目的） 

第一条 この法律は、近年における国民の食生活をめぐる環境の変化に伴い、国民が生涯にわたって健全な心身

を培い、豊かな人間性をはぐくむための食育を推進することが緊要な課題となっていることにかんがみ、食育に
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関し、基本理念を定め、及び国、地方公共団体等の責務を明らかにするとともに、食育に関する施策の基本とな

る事項を定めることにより、食育に関する施策を総合的かつ計画的に推進し、もって現在及び将来にわたる健康

で文化的な国民の生活と豊かで活力ある社会の実現に寄与することを目的とする。 

 

（国民の心身の健康の増進と豊かな人間形成） 

第二条 食育は、食に関する適切な判断力を養い、生涯にわたって健全な食生活を実現することにより、国民の

心身の健康の増進と豊かな人間形成に資することを旨として、行われなければならない。 

 

（食に関する感謝の念と理解） 

第三条 食育の推進に当たっては、国民の食生活が、自然の恩恵の上に成り立っており、また、食に関わる人々

の様々な活動に支えられていることについて、感謝の念や理解が深まるよう配慮されなければならない。 

 

（食育推進運動の展開） 

第四条 食育を推進するための活動は、国民、民間団体等の自発的意思を尊重し、地域の特性に配慮し、地域住

民その他の社会を構成する多様な主体の参加と協力を得るものとするとともに、その連携を図りつつ、あまねく

全国において展開されなければならない。 

 

（子どもの食育における保護者、教育関係者等の役割） 

第五条 食育は、父母その他の保護者にあっては、家庭が食育において重要な役割を有していることを認識する

とともに、子どもの教育、保育等を行う者にあっては、教育、保育等における食育の重要性を十分自覚し、積極

的に子どもの食育の推進に関する活動に取り組むこととなるよう、行われなければならない。 

 

（食に関する体験活動と食育推進活動の実践） 

第六条 食育は、広く国民が家庭、学校、保育所、地域その他のあらゆる機会とあらゆる場所を利用して、食料

の生産から消費等に至るまでの食に関する様々な体験活動を行うとともに、自ら食育の推進のための活動を実践

することにより、食に関する理解を深めることを旨として、行われなければならない。 

 

（伝統的な食文化、環境と調和した生産等への配意及び農山漁村の活性化と食料自給率の向上への貢献） 

第七条 食育は、我が国の伝統のある優れた食文化、地域の特性を生かした食生活、環境と調和のとれた食料の

生産とその消費等に配意し、我が国の食料の需要及び供給の状況についての国民の理解を深めるとともに、食料

の生産者と消費者との交流等を図ることにより、農山漁村の活性化と我が国の食料自給率の向上に資するよう、

推進されなければならない。 

 

（食品の安全性の確保等における食育の役割） 

第八条 食育は、食品の安全性が確保され安心して消費できることが健全な食生活の基礎であることにかんがみ、

食品の安全性をはじめとする食に関する幅広い情報の提供及びこれについての意見交換が、食に関する知識と理

解を深め、国民の適切な食生活の実践に資することを旨として、国際的な連携を図りつつ積極的に行われなけれ

ばならない。 

（国の責務） 

第九条 国は、第二条から前条までに定める食育に関する基本理念（以下「基本理念」という。）にのっとり、

食育の推進に関する施策を総合的かつ計画的に策定し、及び実施する責務を有する。 
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（地方公共団体の責務） 

第十条 地方公共団体は、基本理念にのっとり、食育の推進に関し、国との連携を図りつつ、その地方公共団体

の区域の特性を生かした自主的な施策を策定し、及び実施する責務を有する。 

 

（教育関係者等及び農林漁業者等の責務） 

第十一条 教育並びに保育、介護その他の社会福祉、医療及び保健（以下「教育等」という。）に関する職務に

従事する者並びに教育等に関する関係機関及び関係団体（以下「教育関係者等」という。）は、食に関する関心

及び理解の増進に果たすべき重要な役割にかんがみ、基本理念にのっとり、あらゆる機会とあらゆる場所を利用

して、積極的に食育を推進するよう努めるとともに、他の者の行う食育の推進に関する活動に協力するよう努め

るものとする。 

２ 農林漁業者及び農林漁業に関する団体（以下「農林漁業者等」という。）は、農林漁業に関する体験活動等

が食に関する国民の関心及び理解を増進する上で重要な意義を有することにかんがみ、基本理念にのっとり、農

林漁業に関する多様な体験の機会を積極的に提供し、自然の恩恵と食に関わる人々の活動の重要性について、国

民の理解が深まるよう努めるとともに、教育関係者等と相互に連携して食育の推進に関する活動を行うよう努め

るものとする。 

 

（食品関連事業者等の責務） 

第十二条 食品の製造、加工、流通、販売又は食事の提供を行う事業者及びその組織する団体（以下「食品関連

事業者等」という。）は、基本理念にのっとり、その事業活動に関し、自主的かつ積極的に食育の推進に自ら努

めるとともに、国又は地方公共団体が実施する食育の推進に関する施策その他の食育の推進に関する活動に協力

するよう努めるものとする。 

 

（国民の責務） 

第十三条 国民は、家庭、学校、保育所、地域その他の社会のあらゆる分野において、基本理念にのっとり、生

涯にわたり健全な食生活の実現に自ら努めるとともに、食育の推進に寄与するよう努めるものとする。 

 

（法制上の措置等） 

第十四条 政府は、食育の推進に関する施策を実施するため必要な法制上又は財政上の措置その他の措置を講じ

なければならない。 

 

（年次報告） 

第十五条 政府は、毎年、国会に、政府が食育の推進に関して講じた施策に関する報告書を提出しなければなら

ない。 

 

第二章 食育推進基本計画等 

 

（食育推進基本計画） 

第十六条 食育推進会議は、食育の推進に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図るため、食育推進基本計画

を作成するものとする。 

２ 食育推進基本計画は、次に掲げる事項について定めるものとする。 

一 食育の推進に関する施策についての基本的な方針 

二 食育の推進の目標に関する事項 
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三 国民等の行う自発的な食育推進活動等の総合的な促進に関する事項 

四 前三号に掲げるもののほか、食育の推進に関する施策を総合的かつ計画的に推進するために必要な事項 

３ 食育推進会議は、第一項の規定により食育推進基本計画を作成したときは、速やかにこれを内閣総理大臣に

報告し、及び関係行政機関の長に通知するとともに、その要旨を公表しなければならない。 

４ 前項の規定は、食育推進基本計画の変更について準用する。 

 

（都道府県食育推進計画） 

第十七条 都道府県は、食育推進基本計画を基本として、当該都道府県の区域内における食育の推進に 

関する施策についての計画（以下「都道府県食育推進計画」という。）を作成するよう努めなければな 

らない。 

２ 都道府県（都道府県食育推進会議が置かれている都道府県にあっては、都道府県食育推進会議）は、都道府

県食育推進計画を作成し、又は変更したときは、速やかに、その要旨を公表しなければならない。 

 

（市町村食育推進計画） 

第十八条 市町村は、食育推進基本計画（都道府県食育推進計画が作成されているときは、食育推進基本計画及

び都道府県食育推進計画）を基本として、当該市町村の区域内における食育の推進に関する施策についての計画

（以下「市町村食育推進計画」という。）を作成するよう努めなければならない。  

２ 市町村（市町村食育推進会議が置かれている市町村にあっては、市町村食育推進会議）は、市町村食育 

推進計画を作成し、又は変更したときは、速やかに、その要旨を公表しなければならない。 

 

第三章 基本的施策 

 

（家庭における食育の推進） 

第十九条 国及び地方公共団体は、父母その他の保護者及び子どもの食に対する関心及び理解を深め、健全な食

習慣の確立に資するよう、親子で参加する料理教室その他の食事についての望ましい習慣を学びながら食を楽し

む機会の提供、健康美に関する知識の啓発その他の適切な栄養管理に関する知識の普及及び情報の提供、妊産婦

に対する栄養指導又は乳幼児をはじめとする子どもを対象とする発達段階に応じた栄養指導その他の家庭におけ

る食育の推進を支援するために必要な施策を講ずるものとする。 

 

（学校、保育所等における食育の推進） 

第二十条 国及び地方公共団体は、学校、保育所等において魅力ある食育の推進に関する活動を効果的に促進す

ることにより子どもの健全な食生活の実現及び健全な心身の成長が図られるよう、学校、保育所等における食育

の推進のための指針の作成に関する支援、食育の指導にふさわしい教職員の設置及び指導的立場にある者の食育

の推進において果たすべき役割についての意識の啓発その他の食育に関する指導体制の整備、学校、保育所等又

は地域の特色を生かした学校給食等の実施、教育の一環として行われる農場等における実習、食品の調理、食品

廃棄物の再生利用等様々な体験活動を通じた子どもの食に関する理解の促進、過度の痩身又は肥満の心身の健康

に及ぼす影響等についての知識の啓発その他必要な施策を講ずるものとする。 

 

（地域における食生活の改善のための取組の推進） 

第二十一条 国及び地方公共団体は、地域において、栄養、食習慣、食料の消費等に関する食生活の改善を推進

し、生活習慣病を予防して健康を増進するため、健全な食生活に関する指針の策定及び普及啓発、地域における

食育の推進に関する専門的知識を有する者の養成及び資質の向上並びにその活用、保健所、市町村保健センター、
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医療機関等における食育に関する普及及び啓発活動の推進、医学教育等における食育に関する指導の充実、食品

関連事業者等が行う食育の推進のための活動への支援等必要な施策を講ずるものとする。 

 

（食育推進運動の展開） 

第二十二条 国及び地方公共団体は、国民、教育関係者等、農林漁業者等、食品関連事業者等その他の事業者若

しくはその組織する団体又は消費生活の安定及び向上等のための活動を行う民間の団体が自発的に行う食育の推

進に関する活動が、地域の特性を生かしつつ、相互に緊密な連携協力を図りながらあまねく全国において展開さ

れるようにするとともに、関係者相互間の情報及び意見の交換が促進されるよう、食育の推進に関する普及啓発

を図るための行事の実施、重点的かつ効果的に食育の推進に関する活動を推進するための期間の指定その他必要

な施策を講ずるものとする。 

２ 国及び地方公共団体は、食育の推進に当たっては、食生活の改善のための活動その他の食育の推進に関する

活動に携わるボランティアが果たしている役割の重要性にかんがみ、これらのボランティアとの連携協力を図り

ながら、その活動の充実が図られるよう必要な施策を講ずるものとする。 

 

（生産者と消費者との交流の促進、環境と調和のとれた農林漁業の活性化等） 

第二十三条 国及び地方公共団体は、生産者と消費者との間の交流の促進等により、生産者と消費者との信頼関

係を構築し、食品の安全性の確保、食料資源の有効な利用の促進及び国民の食に対する理解と関心の増進を図る

とともに、環境と調和のとれた農林漁業の活性化に資するため、農林水産物の生産、食品の製造、流通等におけ

る体験活動の促進、農林水産物の生産された地域内の学校給食等における利用その他のその地域内における消費

の促進、創意工夫を生かした食品廃棄物の発生の抑制及び再生利用等必要な施策を講ずるものとする。 

 

（食文化の継承のための活動への支援等） 

第二十四条 国及び地方公共団体は、伝統的な行事や作法と結びついた食文化、地域の特色ある食文化等我が国

の伝統のある優れた食文化の継承を推進するため、これらに関する啓発及び知識の普及その他の必要な施策を講

ずるものとする。 

 

（食品の安全性、栄養その他の食生活に関する調査、研究、情報の提供及び国際交流の推進） 

第二十五条 国及び地方公共団体は、すべての世代の国民の適切な食生活の選択に資するよう、国民の食生活に

関し、食品の安全性、栄養、食習慣、食料の生産、流通及び消費並びに食品廃棄物の発生及びその再生利用の状

況等について調査及び研究を行うとともに、必要な各種の情報の収集、整理及び提供、データベースの整備その

他食に関する正確な情報を迅速に提供するために必要な施策を講ずるものとする。 

２ 国及び地方公共団体は、食育の推進に資するため、海外における食品の安全性、栄養、食習慣等の食生活に

関する情報の収集、食育に関する研究者等の国際的交流、食育の推進に関する活動についての情報交換その他国

際交流の推進のために必要な施策を講ずるものとする。 

 

第四章 食育推進会議等 

 

（食育推進会議の設置及び所掌事務） 

第二十六条 内閣府に、食育推進会議を置く。 

２ 食育推進会議は、次に掲げる事務をつかさどる。 

一 食育推進基本計画を作成し、及びその実施を推進すること。 

二 前号に掲げるもののほか、食育の推進に関する重要事項について審議し、及び食育の推進に関する施策の
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実施を推進すること。 

 

（組織） 

第二十七条 食育推進会議は、会長及び委員二十五人以内をもって組織する。 

 

（会長） 

第二十八条 会長は、内閣総理大臣をもって充てる。 

２ 会長は、会務を総理する。 

３ 会長に事故があるときは、あらかじめその指名する委員がその職務を代理する。 

 

（委員） 

第二十九条 委員は、次に掲げる者をもって充てる。 

一 内閣府設置法（平成十一年法律第八十九号）第九条第一項に規定する特命担当大臣であって、同項の規定

により命を受けて同法第四条第一項第十七号に掲げる事項に関する事務及び同条第三項第二十七号の三に掲

げる事務を掌理するもの（次号において「食育担当大臣」という。） 

二 食育担当大臣以外の国務大臣のうちから、内閣総理大臣が指定する者 

三 食育に関して十分な知識と経験を有する者のうちから、内閣総理大臣が任命する者 

２ 前項第三号の委員は、非常勤とする。 

 

（委員の任期） 

第三十条 前条第一項第三号の委員の任期は、二年とする。ただし、補欠の委員の任期は、前任者の残任期間と

する。 

２ 前条第一項第三号の委員は、再任されることができる。 

 

（政令への委任） 

第三十一条 この章に定めるもののほか、食育推進会議の組織及び運営に関し必要な事項は、政令で定める。 

 

（都道府県食育推進会議） 

第三十二条 都道府県は、その都道府県の区域における食育の推進に関して、都道府県食育推進計画の作成及び

その実施の推進のため、条例で定めるところにより、都道府県食育推進会議を置くことができる。 

２ 都道府県食育推進会議の組織及び運営に関し必要な事項は、都道府県の条例で定める。 

 

（市町村食育推進会議） 

第三十三条 市町村は、その市町村の区域における食育の推進に関して、市町村食育推進計画の作成及びその実

施の推進のため、条例で定めるところにより、市町村食育推進会議を置くことができる。 

２ 市町村食育推進会議の組織及び運営に関し必要な事項は、市町村の条例で定める。 

 

附 則 

（施行期日） 

第一条 この法律は、公布の日から起算して一月を超えない範囲内において政令で定める日から施行する。 

 

（内閣府設置法の一部改正） 
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第二条 内閣府設置法の一部を次のように改正する。 

第四条第一項に次の一号を加える。 

十七 食育の推進を図るための基本的な政策に関する事項 

第四条第三項第二十七号の二の次に次の一号を加える。 

二十七の三 食育推進基本計画（食育基本法（平成十七年法律第六十三号）第十六条第一項に規定するものをい

う。）の作成及び推進に関すること。 

第四十条第三項の表中「少子化社会対策会議 少子化社会対策基本法」を「 食育推進会議 食育基本法

少子化社会対策会議 少子化社会対策基本法」 に改める。 
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